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Ⅰ　 は じ め に
　朝倉書店刊行の『オックスフォード地理学
辞典』によれば、「地域」とは、“周囲の地区
とは異なるものとして判別できる、自然的あ
るいは人工的な特徴をもった地表の任意の区
域”、と定義されている１）。この定義に異議を
唱える研究者はいない。地域に関する議論に
おいて意見が分かれるのは、「任意の区域」を
特定するために引かれる境界に対してである。
我々の日常生活において、地域という言葉が
多用され、受け入れられているのは、その多
くが境界を特定せず、漠然とイメージできる
空間を指し示す場合に用いられているためで
ある。
　しかしながら、地域を研究対象にする地理
学において、あるいは、地域に対するサービ
スや規制を明示しなければならない行政にお
いては、「任意の区域」の特定はあらゆる作業
の前提であり、境界を引くことに対する理由
が当該地域の定義となる。地域は本来何らか
の特徴を有する地表面の一部であり、その特
徴を有する範囲は時間の経過とともに変異す
る。また、その特徴自体も日々変化する可能
性がある。一方、人為的に引かれることの多
い境界は再設定が可能であるものの、一度引
かれた境界を頻繁に修正することは難しい。
境界の再設定は、地域に対する作業のやり直
しを意味するからである。そのため、地理学
研究者や行政者は、状況に応じた地域の把握
が求められているものの、作業を進めるため
には地域の形状はできるだけ固定しておくこ
とが望ましい、といった矛盾を常に抱えるこ
とになる。つまり、地域に関する実質的な議
論とは、ダイナミックに変化する地域の内実
と人為的に引かれる境界とを整合させていく
ことだと考えられる。
　地域の内実と境界の形式を整合させる際、
上述したように作業効率の問題から境界を新
たに引きなおすことは難しい。そのため、既
存の地域を統合することによって新たな地域
を設定することが多い。この地域の統合を等
質地域と機能地域という地域類型を用いて説
明すると、①何らかの特徴を有する地表面の
区域が存在する場合、他の特徴を有する別の
区域も存在している可能性が高く、地域形成
の初期段階においては複数の等質地域が並存
する状況を想定することができる。②その後、
個々の地域の活性が高まり、相互に影響しあ
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う段階になると、それらを結びつける中核と
なる地域が出現し、複数の小地域が機能地域
として統合される。③ただし、機能的に結び
ついた小地域群は、時間の経過ととも、一つ
の大きな等質地域として認識されていく。④
その結果、より広範囲に渡って等質地域が並
存する状況となり、スケールを変えて①から
の統合が繰り返される。
　地域の内実と境界の形式を完全に整合させ
ることはできない。しかし、地域を統合して
いくことによって内実の変化に対応できる新
たな地域を設定することは可能である。地域
は巨大化する性質を有しており、内部の均質
化が次世代の統合を誘発する、と言えるだろ
う。重要な点は、地域の統合が常に住民の住
みやすい環境を作りだす方向に作用するわけ
ではなく、機能地域の形成や地域内の均質化
に人為的な方向性を与える必要があるという
ことである。市町村合併とは、地域発達の必
然と考えられる地域統合に人為的な方向性を
与えることにほかならない。方向性を持たな
い市町村合併は、いたずらに行政域を拡大す
るだけであり、混乱と反発しか招かない。地
理学研究者や行政者は、望ましい方向に地域
を誘導する方向性を提案するべきである。
　そこで、本研究では、2005年に市町村合併
を行った山形県鶴岡市を事例にして、地方に
おける市町村合併の問題点を指摘し、今後の
可能性を検討することを目的とする。以下、
２章で一般に指摘されている市町村合併の必
要性と問題を整理した後、３章で市町村合併
による鶴岡市誕生までの経緯をまとめ、４章
で地方における市町村合併の今後の可能性に
ついて検討する。
Ⅱ　市町村合併の必要性と問題点
　地方自治法第７条に記された「市町村の廃
置分合」とは、市町村の分割・分立・合体・
編入を指す。このうち合体と編入は合わせて
合併といわれ、配置分合の大半を占める。市
町村が行政の基本的な地域であるとすれば、
市町村が成長する限り、その空間的な拡大は
必然的な現象であり、合併が配置分合の大半
を占めるのは当然といえるだろう。しかし、
それは個々の市町村の成長に合わせて連続的
に進行しているわけではなく、法令の施行に
伴って段階的に進行した。
　わが国における最初の大規模市町村合併は、
1888年（明治21）に公布された市町村制に伴
うものである。町村数は71,314（1888年）か
ら15,820（1889年）となり、約５分の１に減
少した２）。明治政府は1878年（明治11）に制
定された郡区町村編制法によって、近世期に
おいて自然発生的に成立した町村を行政の基
本単位として認めた。市町村制の公布に伴う
この「明治の大合併」は、近世期の地縁的共
同体を近代的な行政組織に組み込む目的を有
していた。新町村の標準規模は300戸～500戸
であり、小学校区が基本となっていた。「明治
の大合併」は、地縁的関係によって成立して
いた最小の等質地域を小学校が設置された町
村を中心に機能地域として統合する合併で
あった言うことができよう。
　住民の教育を行政サービスの最優先事項と
し、義務教育機関の学校区を合併後の基本行
政域とする見方は、戦後においても引き継が
れた。「昭和の大合併」と呼ばれる合併ブーム
は、1953年（昭和28）に施行された町村合併
促進法と1956年（昭和31）に施行された新市
町村建設促進法によって進行したが、新制中
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学の学校区が基本となり、8,000人以上の人
口を有することが求められた。
　これら２回の大合併は、基本的に、市町村
の数を減らすことが目的であり、地域の内実
が変化したことに対応するものではなかった。
むしろ、住民の義務教育機会を均質にすると
いう明確な目的が提示され、地域を誘導する
合併であったと言える。地域の内実の変化に
対応して合併が進むようになったのは、高度
経済成長期以降である。高度経済成長による
経済活動の活性化は都市人口を急増させ、都
市は郊外に対する宅地開発によってそれに対
応した。急激な宅地開発は周辺町村にまで及
び、結果的に行政域を越える経済圏が形成さ
れるに至った。高度経済成長期以降の市町村
合併は、このような都市圏の空間的拡大に対
応する形で進行した。地域の内実の変化に対
応した境界の引きなおしという観点に立てば、
都市圏の範囲を新しい行政域の基準とするこ
とに問題はない。しかし、それによって、宅
地開発による空間的拡張が成長の証と捉えら
れ、地域の誘導という目的が曖昧になってし
まったことは否めない。
　1995年（平成７）に改定された合併特例法
を契機に進行した「平成の大合併」は、それ
までの合併とは性格を大きく異にする。人口
の少子・高齢化に伴い、都市の拡大型成長に
限界が生じ、その状況下で継続する郊外開発
が中心市街地の衰退を招いていることが指摘
されている中で、行政域を拡大する合併事業
は時代に逆行するものとして捉えられる。都
市成長の方向は外方への拡大から内方への集
約に変わりつつあり、コンパクトシティ政策
が支持されている。平成期の合併事業は、地
域の内実に対応するものでも、空間的な変容
を誘導するものでもない。既存の中心地を情
報や交通のネットワークによって機能的に結
びつけ、まとまりをもった中心地群を構成す
ることを目的にしていると解釈すべきである。
　国家的規模での財政縮小による地方交付税
の削減や経済活動の低迷によって、多くの市
町村では従前の自立性を維持することが困難
になっている。コンパクトシティ政策は個々
の市町村にとって起死回生の秘策ではなく、
機能特化型の集約的都市構造への再編にすぎ
ず、最終的には個々の市町村の自立性は低下
する３）。同政策は周辺市町村との連携強化に
よってはじめて市町村の成長に持続性をもた
らすと考えられる。平成期の合併事業には理
念が無く、特例による財政支援のみを目当て
にする市町村が多い、といった批判も否定で
きないが、機能地域間での再編をより広範な
範囲で行う必要があることは明らかであり、
合併の意義は十分に認められる。
　深刻な問題は、機能的な再編を行う理由や
再編後の方向性が具体的に明示されないケー
スが多く、危機的な状況に対する理解が不十
分のまま合併論議だけが先行していることで
あろう。地域は地表面の一部であり、合併は
地域の統合であることに間違いはないが、目
に見える土地だけが地域を形成しているわけ
ではないということを考えれば、現時点にお
ける合併事業に求められるのは、「機能の配置
分合」であることが理解できるはずである。
Ⅲ　鶴岡市の合併に見る地方都市の将来
　山形県内における平成期の市町村合併は庄
内地区においてに進行し、2010年１月時点に
おいて、鶴岡市、酒田市、庄内町が誕生して
いる。本研究で事例として取り上げる鶴岡市
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は、旧鶴岡市を中核にして、藤島町、羽黒町、櫛
引町、温海町、朝日村が合併し、2005年10月
１日に新市として誕生した。旧鶴岡市は、庄
内藩を治めた酒田氏居城の城下町として栄え、
1924年（大正13）に市制が施行された。庄内
地区には北前船の寄港地として栄えた酒田市
も存在し、同地区における商業中心となって
いる。近世期の藩領を基本とするわが国の地
域的都市システムにおいて、中心地機能を分
担して上位都市が並存する構造は珍しく、都
市間の連携を想定しやすいことが庄内地区の
特徴の一つでもあるが、本章ではひとまず、
平成期における合併事業の一般的な経緯を鶴
岡市を事例にして整理してみたい。
　旧鶴岡市を中核とする合併事業は、当初、
庄内南部地区合併協議会において話し合われ
ていた。同協議会は旧鶴岡市、藤島町、羽黒
町、櫛引町、温海町、三川町、朝日村によっ
て構成され、2002年10月10日に第１回目の協
議会が開催された。同協議会は2004年に合併
協定書を取りまとめ、同年10月４日に７市町
村長がそれに調印したが、三川町議会におい
て合併議案が否決されたため、７市町村によ
る合併には至らなかった。その後、三川町を
除いた６市町村は改めて南庄内合併協議会を
設置し、2004年11月９日に第１回の協議会を
開催した。同協議会では、①合併方式は新設
合併とすること、②合併の期日を2005年10月
１日とすること、③新市の名称を鶴岡市とす
ること、④新市庁舎を旧鶴岡市庁舎とするこ
と、が合併の基本４項目として合意され、
2005年度から2015年度までを計画期間とす
る「新市建設計画」が策定されることとなった。
　「新市建設計画」は、合併前にあらかじめ合
併後の将来像を提示する目的で、合併特例法
に基づき策定された。同建設計画は新市誕生
前の短期間で作成され、十分な議論や検証の
上に成り立っているわけではない。そのため、
内容的にも合併前の各市町村で策定された総
合計画が偏りなく記載されるものとなってい
る。しかし、ここで示される将来像は合併の
目的にも直結する重要な指針であり、住民は
それを見て合併への賛否を判断するしかない。
本来であれば、ここに最も多くの時間と労力
を費やさなければならないのである。
　同建設計画では、「新市の将来像」として、
次の６点を挙げている。
　①学習社会先進都市の形成
　②文化と自然の創造交流都市の形成
　③先進産業研究都市の形成
　④豊かな職の農林水産都市の形成
　⑤健康づくり先進都市の形成
　⑥日本海国土軸交流拠点都市の形成
　上記①～⑤は研究、教育、文化、環境、産
業、福祉といった都市生活において考慮しな
ければならない項目に対する一般的な内容が
記載されるに留まる。⑥は鶴岡市の地理的な
位置関係に関するものであり、着目すべき項
目であるが、内容は高速交通網の整備に期待
した観光振興の提言である。市町村建設計画
に記される将来ビジョンが一般的な内容に終
始してしまうことは、鶴岡市に限ったことで
はない。当初から合併することを前提に設置
される合併協議会において、特別な事柄を明
示することによって生じる討論に対応する時
間的余裕はないからである。
　一方、市町村建設計画は、合併後の財政支
援要請に繋がることことから、鶴岡市の「新
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市建設計画」においても、「新市建設の基本方
針」の中に行財政システムの再構築が明示さ
れているほか、「財政計画」という章を設け数
値データによる詳細な説明がなされている。
これも、鶴岡市に限ったことではないが、新
市の将来ビジョンに関する一般論的な内容と
同時に示されると、どうしても「財政支援目
的の理念なき行政事業」といった批判が生じ
ることは否めない。
　2009年１月に策定された「鶴岡市総合計
画」は、2009年度から2018年度までの10年
間を計画期間としている。市町村総合計画は
地方自治法に基づき策定されものであり、合
併特例法に基づき策定される市町村建設計画
とは性格を異にするが、新市誕生後初めての
「鶴岡市総合計画」は「新市建設計画」を踏襲
する内容となっている。同総合計画において、
鶴岡市は合併６市町村の旧行政域を６地区と
してゾーニングし、相互の関連性を明示した。
また、鶴岡市の地理的な位置関係から指摘さ
れる東北日本海沿岸地域との連携の必要性も
指摘した。「新市建設計画」の内容を踏襲して
いるとはいえ、合併による市内地区間及び他
都市間との連携を明示していることは、今後
の鶴岡市の進むべき方向性を示すものでもあ
り評価できる。
Ⅳ　地方における多核心構造の可能性
　昭和期以前の大合併は、歴史的・自然的風
土の中で自然発生的に生まれた等質地域の空
間的拡張を前提にしていたが、平成期の市町
村合併は、個々の地域の空間的なサイズにと
らわれず、中心地同士の連結あるいは連携を
目的とするものであり、行政域の拡大はその
結果な事象として捉えるべきである。平成期
における市町村合併を、人口動態の変化や経
済活動の低迷を背景にした中心地のコンパク
ト化と中心地同士の連携の必要性から論じた
のは戸所（2004）が最初であろう４）。戸所は
行政域の拡張と内部中心地の連携を「大都市
化・分都市化」と呼び、「大都市化・分都市
化」された地域同士の水平的な関係が従来の
階層的な都市システムに替わる今後の都市間
結合のあり方であると主張している。
　本稿は、基本的に戸所の理論に依拠する。
ただし、彼の主張する「分都市化」、つまりは
都市機能の分業化が地方の市町村合併に適応
されるか否か、といった問題に関しては、十
分な検討が必要であると考える。大都市圏を
構成している市町村や政令指定都市クラスの
大都市においては、中心地的な機能を有する
地域が隣接しあっているために、合併に伴う
行政域の空間的拡張を中心地（ポイント）と
交通・情報網（ノード）のネットワーク構造
から説明、解釈することが可能である。しか
しながら、地方においては、中心地的な機能
を有する地域は疎らであり、その後背地とし
て位置づけられる地域が圧倒的な面積を占め
ている。従前、それらの地域はそれぞれに自
治体として機能し、各々に中心市街地を形成
してきたが、それを維持できなくなったこと
が合併に踏み切る要因になっていることが多
い。合併によって行政域が拡大しても、すべ
ての中心市街地を立て直すことはできないは
ずである。鶴岡市を例にすると、合併した６
市町村のうち、旧藤島町、旧羽黒町、旧櫛引
町、旧温海町、旧三川町、旧朝日村の市街地
に今後中心地的な機能の集積を期待すること
はきわめて難しい状況にある。
　財政的に困窮している市町村が集まって合
― 5 ―
併協議会を設立するという流れを修正しない
限り、地方における多核的な地域構造を成立
させることは難しい。平成期に地方で進行し
た合併事業の多くは、一つの中心地とその後
背地の統合にすぎず、多核的な構造を持つ行
政体を完成させるためにはさらなる合併が必
要である。その意味で、歴史的な背景から商
業機能に特化して並存してきた酒田市や中央
資本の進出によって広域の商圏を形成する三
川町が近接している庄内地区は多核心の地域
構造を想定しやすい地域であり、今後の動向
によっては地方における市町村合併に明確な
指針を提示できるものと考えられる。
　地方における市町村合併の実状が一つの中
心地とその後背地の統合に留まっているとす
れば、当面の課題は中心地と後背地との関係
強化である。旧市町村の行政域を基準にした
ゾーニングやその位置づけを明示した「鶴岡
市総合計画」を前章で評価したのは、それぞ
れのゾーンが中心地として機能することを期
待したためではなく、同一行政体の中で中心
地と後背地の関係が強調されることが必要と
考えたためである。また、同総合計画に記さ
れた観光開発の提言にも可能性を見出すこと
ができる。現在、地方における多くの市町村
で観光開発による拠点づくりが盛んに行われ
ているが、単体での事業は効率的ではない。
観光拠点もまたネットワーク化して知名度を
上げ、より遠方からの観光客を誘引しなけれ
ば、交流人口の大幅な増加に結び付かないか
らである。
　庄内地区において2005年の７月に誕生し
た庄内町（立川町、余目町の合併）と同年11
月に誕生した酒田市（酒田市、八幡町、松山
町、平田町の合併）を含め、同地区における
財政状況を合併前後で比較してみると、2004
年度末に14市町村あった自治体は2005年度
末には５市町までまとめられ、自治体間での
格差が縮小していることが分かる（表１）。も
ちろん、これは合併によって数値がまとめら
れただけであり、状況が改善された結果では
ない。しかし、地区を構成する自治体数が減
少し、それらの財政状況が均一化されたこと
によって、同様な条件の下で効率的に議論を
進めていくことができる場が整ったことは確
かである。戸所が定義した用語を借用すれば、
地方における市町村合併は「大都市化」を達
成することはできたが、「分都市化」を達成す
るためにはより広範な範囲での議論が必要で
あり、「大都市化」された自治体同士の水平的
な関係づくりが今後のテーマになると言える。
　合併事業の進展は現状において難しいかも
しれないが、中心地間での連携は進めていく
必要があろう。また、中心地と後背地との関
係強化も不可欠である。しかし、これは中核
都市に対する周辺農村の従属性を高めること
を意味するものではない。中心地同士のネッ
トワークに関する議論の中で、農村的地域の
存在は見過ごされがちであるが、地方におい
ては農村的地域の自立性の向上が持続的な地
域の形成に最も必要な条件であると考える。
　従来、農村的地域の経済的成長は都市域の
拡大によって支えられてきた。そのため、都
市構造の集約化は農村的地域における経済基
盤の脆弱化を招く可能性がある。豊かな自然
や残存する歴史文化資産を利用する観光開発
だけでは農林水産業は維持できない。それら
を保全していくためにも、同地域においては
農村的活動による自立化を促進すべきである。
地方における多核心構造の成立は、農村的地
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域の自立によって、はじめてその可能性を見
出すことができると考えられる。
Ⅴ　 お わ り に
　市町村合併は、地域発達の必然と考えられ
る地域統合に人為的な方向性を与えることに
ほかならない。本研究では、2005年に市町村
合併を行った山形県鶴岡市を事例にして、地
方における市町村合併の問題点を指摘し、今
後の可能性を検討した。分析の結果は以下の
ように要約される。
敢　1995年（平成７）に改定された合併特例
法を契機に進行した「平成の大合併」は、
それまでの合併とは性格を大きく異にする。
平成期の合併事業は、地域の内実に対応す
るものでも、空間的な変容を誘導するもの
でもない。既存の中心地を情報や交通の
ネットワークによって機能的に結びつけ、
まとまりをもった中心地群を構成すること
を目的にしていると解釈すべきである。し
かし、実状は、財政的に困窮する市町村が
合併後の財政支援を目的に合併協議会を設
置する場合が多く、将来的な方向性が明示
されない形式的な合併事業になっている。
合併は地域の統合であることに間違いはな
いが、現時点における合併事業に求められ
るのは、地域における「機能の配置分合」
である。
柑　山形県鶴岡市は、旧鶴岡市を中核にして、
藤島町、羽黒町、櫛引町、温海町、朝日村
が合併し、2005年10月１日に新市として誕
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表１．庄内地区における合併前後の市町村別決算状況
住 民 基 本
台 帳 人 口
 （人）
経常収支
比　　率
 （％）
財 政 力
指　　数
起債制限
比　　率
 （％）
公 債 費
比　　率
 （％）
公 債 費
負担比率 
（％）
実質収支
比　　率
 （％）
2005. 3. 31時点2004年度
98,41292.40.5112.418.118.02.7鶴 岡 市
12,02988.70.329.917.715.04.1藤 島 町
9,59790.00.2314.019.920.06.6羽 黒 町
8,44185.60.2613.418.018.25.7櫛 引 町
5,56194.30.2510.913.419.33.1朝 日 村
10,23494.70.2513.715.120.62.3温 海 町
98,86387.70.6110.917.017.05.0酒 田 市
7,23789.30.2013.018.325.21.3八 幡 町
5,40394.90.2011.815.119.41.8松 山 町
7,17490.90.2712.517.621.58.3平 田 町
6,72397.70.2017.422.227.03.0立 川 町
18,22788.50.3910.818.517.75.4余 目 町
7,82389.90.3312.121.517.88.6三 川 町
17,45085.70.289.217.820.57.5遊 佐 町
2006. 3. 31時点2005年度
143,28895.80.4112.717.918.31.4鶴 岡 市
117,59591.00.5011.517.617.56.1酒 田 市
24,73892.70.3213.819.621.53.9庄 内 町
7,85089.70.3413.122.619.96.2三 川 町
17,24385.00.289.117.322.36.4遊 佐 町 
（資料：総務省『市町村別決算状況調』）
生した。合併事業は、当初、旧鶴岡市、藤
島町、羽黒町、櫛引町、温海町、三川町、
朝日村の７市町村によって進められていた
が、合併案が三川町議会において否決され
たため合併に至ることはできず、三川町を
除いた６市町村によって合併が成立した。
６市町村によって構成された南庄内合併協
議会で策定された「新市建設計画」に記さ
れた新市の将来ビジョンにユニークな点を
見出すことはできないが、2009年に策定さ
れた「鶴岡市総合計画」には、鶴岡市の地
理的な位置関係を活かした将来ビジョンが
提示されており、方向性に関する議論の進
展を指摘することができる。
桓　平成期の市町村合併に求められる「機能
の配置分合」は、集約化される中心地の水
平的関係を構築することによって達成され
るが、地方で進行している合併事業の多く
は、一つの中心地とその後背地の統合にす
ぎない。多核的な地域構造を確立するため
には、より広範な地域を対象にしたさらな
る議論が必要である。現時点での合併に方
向性がまったく無いわけではないが、多核
的な地域構造の確立を前提にした都市計画
を提案していかなければ持続的な地域形成
を期待することはできない。また、農村的地
域が圧倒的な面積を占める地方においては、
中心地の集約化を進めるためにも農村的地
域の自立性を向上させていく必要がある。
　大都市圏内の市町村や政令指定都市クラス
の都市とその周辺市町村で進行する合併事業
は、中核となる中心地や特化すべき機能を規
定しやすく、将来的な方向性も見出しやすい。
しかし、地方の合併事業は、自立が困難にな
りつつある市町村が寄り集まって進められて
おり、将来性を見出しにくい。後退する車を
何台繋ぎ合せても前進することができないよ
うに、合併市町村が従前の政策に固執する限
り、何回合併しても新たな可能性は生まれな
いだろう。地方における市町村合併の将来性
は、旧自治体単位での活動を踏襲しない新しい
方策の提案から見えてくるものと考える。
〈付記〉
　本研究は、平成21～23年度科学研究費補助
金基盤研究（Ｃ）「“Regional City”の形成を
前提とする集約型都市構造の計量的影響評
価」（課題番号：21520786、研究代表者：山
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